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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上，41 巻 3・4 号）
三　説明義務違反のみの場合の過失相殺に関する裁判例の動向


























































曹時 60 巻 1 号 212 頁以下（2008 年），堀部亮一「証券取引における適合性原則につ
いて」判タ 1232 号 41 頁など参照）。






【68】　東京地判平成 17 年 7 月 22 日証券セレクト 26 巻 223 頁（5割の過失相殺）






















【69】　大阪地判平成 18年 10月 26日先物取引裁判例集 46 号 259 頁（4割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客はパートで月収 9 万円，自分名義の預金として 150





















【70】　大阪地判平成 19 年 7 月 26 日証券セレクト 30 巻 217 頁（7割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は 24 万円の月収と 3180 万円の預金を有し，約 4 億








































【72】　大阪地判平成 22 年 5 月 12 日証券セレクト 37 巻 37 頁（2割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は体幹機能障害 2 級，平行機能障害 3 級の認定を受



























【73】　大阪地判平成 22 年 8 月 26 日判タ 1345 号 181 頁（2割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は 79 歳で一人暮らしをしており，月 16 万円の年金





行為責任を認めたあと，裁判所は「B 及び C は，……本件各投資信託の
販売用資料に基づいて，一応の説明はしたものと認められるのであって，
原告は， B 及び C の説明が理解できないのであれば， 購入を拒否し， 家族








【74】　東京地判平成 23 年 1 月 18 日先物取引裁判例集 62 号 274 頁（1割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は無職で，年間約 99 万円の賃料収入を有する以外に
ほかの収入がなく，総額約 200 万円の株式と投資信託を保有していた。商




























……，その点でも落ち度があったことは否定できない」とし，3 分の 1 の
過失相殺を認定した。
この事件で，3 分の 1 の過失相殺の理由として挙げられたのは，顧客は自
ら財産状況を不正確に記載したこと，取引の状況を正確に理解することに努
めなかったことである。
【76】　東京地判平成 23 年 2 月 28 日判時 2116 号 84 頁（4割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は 81 歳で，記憶力が落ちており，本件取引の資金以



























































































面で売却して合計 1610 万 1389 円という当初の投資元本 5000 万円に対し
32% を超える多額の利益を得たことや， 本件仕組債においても年率 3% 前














評価額は約 72% であったのであるから， 満期償還による約 94.5% もの元本
欠損の損失より，自己の投資判断による中途売却により損失を小さくとど






【80】　横浜地判平成 26 年 3 月 19 日証券セレクト 47 巻 227 頁（3割の過失相殺）







本全額 6000 万円を失ったものであるが，他方，超低金利の時代に 10% な











【81】　岡山地倉敷支判平成 27 年 1 月 27 日証券セレクト 49 巻 283 頁（6 割の過失相
殺）


























面も否定できないこと，国内株式取引による損害額 253 万 8173 円のうち
















【82】　福岡地判平成 27年 3月 20日証券セレクト 49巻 475頁（3割，5割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客 1 と顧客 2 は夫婦であり，顧客 1 は年間 300 万円の
給与と年金収入があり，500 万円から 1000 万円までの余裕資金を有して
いた。顧客 2 は 300 万円の年収と，相続によって 5000 万円の預金を有し
ていた。両者とも投資経験がある。仕組債取引で最終的に認定された損害




































3 割の過失相殺を施し，顧客 2 がリスクを理解することがさほど困難ではな
かったこと，取引を止める余地があったこと，漫然と金融業者の勧誘に従
い，高利を期待して取引を行ったことを理由に，5割の過失相殺を施した。
【83】　東京地判平成 28 年 6 月 17 日判タ 1436 号 201 頁（3割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は 77 歳であり，認知機能が相当程度低下しており，
1 億円を超える金融資産と自宅の土地および建物を有しており，投資経験























【84】　札幌地判平成 19 年 4 月 12 日先物取引裁判例集 48 号 203 頁





















【85】　東京地判平成 19 円 7 月 23 日先物取引裁判例集 49 号 234 頁








































【87】　和歌山地判平成 23 年 2 月 9 日金法 1937 号 133 頁
〔事案の概要〕　顧客は 72 歳であり，農業を従事していたが，取引を行う





















【88】　大阪地判平成 25 年 2 月 20 日判時 2195 号 78 頁








































したものが 16 件，施さなかったものが 6件ある。過失相殺をした 16 件のう
ち，5 割以上の過失相殺を認定したものが 5 件で，全体の 3 分の 1 に止まっ




殺の判断自体を行わなかった東京地判平成 20 年 5 月 30 日先物取引裁判例集 52 号 249 頁， 


























とを過失相殺の考慮要素とするものが 2件 （裁判例【70】 【81】）， 家族に相談しな





























































































条 2 号，商品先物取引法 214 条 1 号）や不招請勧誘43）（金融商品取引法 38 条 4 号，商
品先物取引法 214 条 9 号），過当 （過大） 取引，無意味な反復売買・乗換売買も問









資取引をめぐるわが国裁判例を素材として （1）（2・完）」北大法学論集 61 巻 1 号 294
頁以下，2号 190 頁以下（2010 年），同「市場秩序と消費者保護―断定的判断の提
供法理をめぐる思想のねじれ（1～7・完）」NBL 923～929 号（2010 年），同「市場秩
序と消費者保護：断定的判断の提供法理をめぐる思想のねじれ」私法 74 号 176 頁以
下（2012 年）参照。
43）　不招請勧誘禁止ルールについては，上杉めぐみ「不招請勧誘禁止をめぐる法的課









【90】　大阪地判平成 18 年 4 月 26 日判時 1947 号 122 頁（2割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客 1 と顧客 2 は親子であり，顧客 1 は 66 歳の専業主婦
であり，年金収入のほか，相続した自宅の土地建物と 800 万円の預金，約

























【91】　大阪高判平成 18年 12月 20日先物取引裁判例集 47号 142頁（8割の過失相殺）
〔事案の概要〕　自己申告によると，顧客は 20 年ほどの投資経験があり，
投下資金額 3000 万円くらいの商品先物取引経験もあり，300 万円の年収







































で，…… A は， 一審原告がこのような投資家であることを承知していなが
ら，一審原告から信頼を得ていることを利用して本件問題取引の勧誘をし






【93】　神戸地判平成 19年 7月 19日先物取引裁判例集 49号 204頁（7割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は中卒であり，呉服販売店を経営していた。自己申
告によると，投資経験がなく，1000 万円以上 3000 万円未満の年収と 3000



























































































【96】　大阪高判平成 20 年 3 月 25 日証券セレクト 31 巻 1 頁（8割の過失相殺）

















投資を行い， 取引の拡大に寄与していたこと， ② 受け取った書類を通じて取引の事態


































【98】　東京地方裁判所平成 20 年 8 月 27 日判タ 1293 号 200 頁（4割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客はうつ状態であり，精神科病院に通院して投薬治療































【99】　札幌地判平成 21年 3月 26 日先物取引裁判例集 55号 264頁（3割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は中古車販売会社を経営し，盗品等有償譲受けの罪
で勾留され，のちに保釈された。自己申告によると，預貯金額が 500 万円




















【100】　東京地判平成 21年 10月 6日先物取引裁判例集 59号 59頁（7割の過失相殺）





は， 本件取引の開始に当たって， 『入門のしおり』， 『商品先物取引委託のガ































【101】　千葉地判平成 21 年 10 月 21 日判タ 1353 号 167 頁（4割の過失相殺）











































においては，本件取引開始から約 3 か月後である平成 14 年 6 月から同年
8 月までの期間に取引が集中して行われており，同年 9 月には差引損益累
計が約 700 万円になっていること，平成 15 年 3 月には差引損益累計が
1000 万円を超え，その後本件取引が終了する平成 17 年 3 月 16 日まで，
差引損益累計は約 900 万円から 1100 万円までの間を推移していること，








【103】　東京高判平成 22 年 3 月 24 日判時 2081 号 15 頁（3割の過失相殺）

















































【105】　大阪高判平成 22 年 10 月 29 日証券セレクト 38 巻 85 頁（1割の過失相殺）





























【106】　新潟地判平成 23年 3月 22日先物取引裁判例集 62号 290頁（3割の過失相殺）

























【107】　名古屋地判平成 24 年 4 月 11 日判時 2154 号 124 頁（3割の過失相殺）










【108】　大阪地判平成 24 年 9 月 24 日判時 2177 号 79 頁（3割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は自分の事業所を持ち，死亡時まで他の会社（資本金
4800 万円， 役職員数約 100 名） の代表取締役も務めていた。自己申告によると， 









































は，成年後見人であり控訴人の従兄弟であった E が K〔被控訴人たる金融業
者側の従業員―筆者注〕に対し，株券の存在を直接控訴人に確認するよう依








































【111】　神戸地判平成 26年 1月 29 日先物取引裁判例集 70号 51頁（1割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は年金生活者であり，取引を行うときの年間所得が















































































































【116】　名古屋高判平成 19 年 12 月 19 日先物取引裁判例集 50 号 101 頁


































































【119】　さいたま地判平成 20 年 6 月 12 日先物取引裁判例集 57 号 1 頁
〔事案の概要〕　顧客は 300 万円程度の年収と 1400 万円程度の預貯金を有





















【120】　千葉地判平成 22 年 1 月 28 日判時 2076 号 144 頁




























【121】　広島高判平成 22 年 5 月 14 日先物取引裁判例集 59 号 338 頁
〔事案の概要〕　顧客は個人事業を行っていたが，取引開始のときに廃業
し，妻とともにアルバイトをして収入を得ており，外国為替証拠金として

































【122】　富山地判平成 24 年 9 月 28 日先物取引裁判例集 67 号 40 頁



























【123】　東京地判平成 27 年 5 月 28 日先物取引裁判例集 73 号 39 頁
























【124】　東京地判平成 28 年 5 月 23 日証券セレクト 51 巻 15 頁
〔事案の概要〕　顧客は金属工事施工を業とする会社を経営し，株式の現
物取引の経験があったが，証拠金取引の経験がなかった。金融業者の担当













































失相殺を施したものが 25 件，施さなかったものが 11 件である。過失相殺に


















が 11 件 （裁判例【90】 【91】 【93】 【95】 【97】 【99】 【100】 【102】 【103】 【106】 【111】），説明を求
めることや知識・理解を深める努力をすべきであったことを過失相殺の考慮
要素とするものが 3 件（裁判例【93】 【97】 【103】），交付された書類を読まなかっ






素とするものが 4件 （裁判例【90】 【96】 【97】 【109】）， 書類の読み返しをせず， 特段
の情報収集をしなかったことを過失相殺の考慮要素とするものが 1件 （裁判例
【95】）， 取引の状況に応じた指示をせず， 金融業者の主導によって取引を継続
























































































































































































識が共有されているようである（前田陽一『債権各論 II  不法行為法』〔第 3 版〕
（弘文堂，2017 年）99 頁以下，吉村良一『不法行為法』〔第 5 版〕（有斐閣，2017
年）182 頁以下，窪田充見『不法行為法  民法を学ぶ』〔第 2 版〕428 頁以下など参
照）。
〔付 記〕　本稿は，科研研究費補助金（基盤研究 （C）（一般）・課題番号：16K03440） 
を受けた研究成果の一部である。
